
〔参考様式〕

新規上場申請銘柄に係る確認事項について
（外国ＥＴＦ（外国投資証券））
　　　　　　　

　年　月　日提出
株式会社東京証券取引所
　代表取締役社長　殿
                                          
本店所在地　　　　　　　　　　　　　　 　　
外国投資法人名　　　　　　　 　　　　　  　
                                          代表者の　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　役職氏名　　　　　　　　　　　　　　     　

本店所在地　　　　　　　　　　　　　　　 　
管理会社名　　　　　　　　　 　　　　　　　
                                          代表者の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　役職氏名　　　　　　　　　　　　　       　


[bookmark: OLE_LINK1]（外国投資法人名）及び（管理会社名）は、以下の新規上場申請銘柄に関し、上場審査基準において求められている次に掲げる事項について説明いたします。

１．新規上場申請銘柄の一口あたりの純資産額と特定の指標の変動率を一致させるための仕組み及び対応について
２．新規上場申請銘柄の上場後の円滑な流通の確保の見込みについて
３．ファンドの運営体制について
４．指標連動有価証券等組入型ＥＴＦの該当性について


	新規上場申請銘柄名
	


　　　

※　同時に複数申請する場合は、上記の欄を増設してください。

１．新規上場申請銘柄の一口あたりの純資産額と特定の指標の変動率を一致させるための仕組み及び対応について


（１）一口あたりの純資産額と特定の指標の変動率を一致させるための仕組み

※　図を用いるなどして分かりやすく記載してください。
※　例えば、運用方針や信託財産の内容、シミュレーションを行っている場合は内容及び結果などについて記載してください。
※	新規上場申請に係る事前連絡において、投資運用対象となる投資信託財産等の流動性の観点から一口あたりの純資産額と特定の指標の変動率を一致させるための運用が困難となる可能性があると東京証券取引所が認めた新規上場申請銘柄については、投資信託財産等の流動性や投資信託財産等を同一とする類似商品の運用状況等を踏まえたシミュレーションを実施していただいたうえで、一口あたりの純資産額と特定の指標との間に高い相関性を確保することが可能な信託金限度額の設定等を求めます。シミュレーションを実施の上、信託上限限度額を設定している場合は、具体的な限度額とともにその旨をご記載ください。


（２）一口あたりの純資産額と特定の指標の変動率を一致させるための対応

※　ＥＴＦの運用において乖離を防止するための対応を記載してください。 
※  新規上場申請に係る事前連絡において、投資運用対象となる投資信託財産等の流動性の 観点から一口あたりの純資産額と特定の指標の変動率を一致させるための運用が困難となる可能性があると東京証券取引所が認めた新規上場申請銘柄については、上場後に、東京証券取引所からの設定停止に係る協議の要請があった際に当該協議に応じる旨をご記載ください（協議に応じる旨を約款その他の書類に記載している場合は、当該書類に記載している旨をご記載ください。）。

２．新規上場申請銘柄の上場後の円滑な流通が確保される見込みについて


（１）取引参加者の外国ＥＴＦ等サポート・メンバー制度への申込み状況
	業務規程第68条に規定する指定の申込みを行った取引参加者名
	





※　上記については別途、取引参加者の申込みを証する書面の写しをご提出いただきます。


（２）新規上場申請銘柄の円滑な流通及び公正な価格形成への対応について

※　管理会社として上記の目的のために想定している対応、例えば設定枠の状況や必要に応じて機動的な追加設定に対応できることなどを記載してください。

３．ファンドの運営体制について


（１）ファンドの運営体制
	担当部署
	担当業務
	担当者数

	○○部
	担当業務を具体的記載してください。
	○名

	△△部
	
	△名




（２）業務運営事務フロー

※　ＥＴＦの業務について管理会社、外国投資法人、指定参加者の関係について、事務フロー図を使用するなどして分かりやすく記載してください。


（３）コンプライアンス及びリスク管理に係る体制
[bookmark: OLE_LINK2]
※　「３．ファンドの運営体制について」は、申請者が既上場ＥＴＦ（上場外国ＥＴＦ、上場外国商品現物型ＥＴＦ、上場外国ＥＴＦ信託受益証券、上場外国商品現物型ＥＴＦ信託受益証券を含みます。）の管理会社である場合は記載不要です。
※　ただし、直前に申請した際から変更がある場合には記載してください。


４．指標連動有価証券等組入型ＥＴＦの該当性について
※　新規上場申請銘柄が、有価証券上場規程第１００１条第１３号に規定する指標連動有価証券等組入型ＥＴＦに該当する場合、「該当」欄にチェックを入れ、それ以外の場合は「非該当」欄にチェックを入れてください。

□　該当
※　「指標連動有価証券等組入型ＥＴＦに係る管理体制等に関する報告書」により、カウンター・パーティーの信用状況に関する管理体制等、組入有価証券及び組入債権の別の資産への迅速な切り替えを行う体制並びに非清算店頭デリバティブ取引の証拠金の適切な管理に係る態勢についてご報告ください。

□　非該当


以　上
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新規上場申請銘柄名   

